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1 計画の目的、位置付け及び計画期間 

⑴ 計画の目的 

近年、地震や風水害等、想定を超えた大規模な災害が発生するようになった。これらの災害に

より、電柱の倒壊や断線による市街地等の損壊、道路の閉塞や通行の支障による救急活動や物資

輸送の遅延などが引き起こされている。また、道路に設置された電柱は、歩行者や車いすの通行

の妨げになるとともに、張り巡らされた電線が自然景観を損ない、良好な都市景観の形成を阻害

している。 

このような現状を受けて、国では、防災への対応、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の

形成等を図るため、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進すること等を

目的として、無電柱化の推進に関する法律（平成 28 年法律第 112 号。以下「無電柱化法」とい

う。）が平成 28 年に施行された。無電柱化法第８条では、国や東京都が定める無電柱化推進計画

を基本として、区市町村においても無電柱化推進計画を策定するよう努力義務を規定している。 

また、東京都では、昭和 61 年度に無電柱化に関する整備計画を策定し、平成 29 年６月に都

道府県で初となる東京都無電柱化推進条例を制定し、積極的かつ計画的に無電柱化を推進して

きた。 

武蔵村山市無電柱化推進計画（以下「本計画」という。）は、無電柱化法に基づき、本市の無

電柱化の基本的な方針、目標、施策等を定めるものである。 

 

 
出典：東京都無電柱化計画（令和３年） 

【図１－１】無電柱化の３つの目的 
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⑵ 計画の位置付け 

本市では、令和３年３月に「武蔵村山市第五次長期総合計画」、令和５年３月には「武蔵村山

市第二次まちづくり基本方針」が策定され、各計画において無電柱化の推進が掲げられている。 

本計画は、国や東京都の無電柱化に関する計画を踏まえ、本市のまちづくりに関する計画と整

合を図って策定するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１－２】本計画の位置付け 

 

⑶ 計画期間 

武蔵村山市第五次長期総合計画や武蔵村山市第二次まちづくり基本方針と連動させ、本計画

の実施に向けた行程を考慮し、令和６年度から令和 15 年度までの 10 年間を計画期間とする。 
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2 国と東京都の無電柱化の動向 

国の無電柱化の推進は、電線類地中化計画（１期・昭和 61年度～３期・平成 10 年度）、新電線

類地中化計画（平成 11 年度～平成 15 年度）、無電柱化推進計画（平成 16 年度～平成 20 年度）

に基づき、整備が進められてきた。しかし、無電柱化率は海外の主要都市と比べて極めて低いう

え、近年の大規模な災害や進行する高齢化などへの対応が強く求められるようになった。そのた

め、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進することを目的として、平成

28 年に無電柱化法が施行された。これにより国や都道府県が無電柱化推進計画を定めることを義

務付けたほか、新設電柱の抑制やコスト縮減などの対策も盛り込まれ、区市町村にも無電柱化推

進計画を策定することを努力義務として規定した。また、無電柱化法に基づき、国では令和３年度

を初年度とする新たな無電柱化推進計画を策定し、無電柱化の完了までの期間を半減させること

などを目標としている。 

東京都では、国や区市町村、関係事業者と連携して無電柱化を計画的に推進してきた。平成 29

年には、都道府県で初めて東京都無電柱化推進条例を制定し、平成 30 年には、無電柱化法及び条

例に基づく東京都無電柱化計画を策定し、今後 10 年間の無電柱化の基本方針や目標、施策などを

定めた。令和元年には、「未来の東京」戦略ビジョンで、無電柱化の加速化戦略の策定を位置付け、

令和３年には、無電柱化加速化戦略を踏まえて東京都無電柱化計画を改定し、2040 年代に向けた

無電柱化の基本方針や整備目標を策定している。 

また、国と東京都の無電柱化率の推移をみると、昭和 61 年から令和３年にかけて両者の差が 0.3

ポイントから 1.9 ポイントに拡大していることから、東京都が積極的に無電柱化を推進している

ことが分かる。 

 

【図２－１】国と東京都における無電柱化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 全道路(高速自動車国道及び高速道路会社管理道路を除く)のうち、電柱、電線類のない延長の割合（令和３年度 

末）で各道路管理者より聞き取りをしたもの                     出典：国土交通省 HP 

【図２－２】都道府県別の無電柱化整備状況 
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3 市内における無電柱化の現状 

⑴ 無電柱化の実績 

市内の市道で無電柱化が施工されている道路としては、市施行の武蔵村山都市核土地区画整

理事業（以下「都市核土地区画整理事業」という。）により、事業地内の主要市道第 102 号線及

び同第 103 号線が令和６年３月末に全線整備が完了した。このほかに計画されている事業とし

ては、主要市道第 12 号線整備事業及び立川都市計画道路３・４・17 号線整備事業がある。 

都道では、59号線（多摩大橋通り）の一部において整備済みのほか、162 号線（残堀街道）の

三ツ木交差点付近が施工中であり、55 号線（日産通り）や拡幅整備事業中の５号線（新青梅街

道）においても計画されている。 

民間では大規模商業施設周辺と武蔵村山市神明一丁目土地区画整理事業において取り組まれ、

令和６年３月末の道路延長は約 971ｍであるが、既に全線の整備は完了している。 

※各延長は、計画図面から無電柱化が実施される道路区間を抽出し、その延長を図上計測したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３－１】市内における無電柱化の取組状況 
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⑵ 都市計画道路・緊急輸送路等の状況 

本市の都市計画道路は 12 路線・計画延長 26,718ｍのうち、完成延長は 13,819ｍで、完成率

は 51.7％（令和４年４月１日現在）である。 

【表３－１】都市計画道路の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第二次まちづくり基本方針（令和５年） 

    ※「立」とは、立川都市計画道路。また、完成延長は供用開始済み延長を示す。 

    ※立３・２・４号 新青梅街道線の（）は、都市計画変更前の数値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第二次まちづくり基本方針（令和５年） 

【図３－２】都市計画道路整備状況 
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本市の緊急輸送道路の指定状況と避難場所・避難所の分布は下図のとおりである。緊急輸送

ネットワークとしては、広域輸送基地として陸上自衛隊立川駐屯地に隣接する立川地域防災

センターと多摩広域防災倉庫が指定されている。 

本市では、地域内輸送拠点として市役所と市民会館が指定され、緊急物資等の受入れ、配分、

被災地域への輸送等の役割が想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３－３】緊急輸送道路と避難場所・避難所等 
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4 無電柱化推進の課題 

⑴ 地上機器の設置場所と電線埋設位置の確保 

無電柱化事業では、既に上下水道管やガス管などが埋設されている道路地下空間に、新たに電

力線や通信線などの電線類を埋設する必要がある。しかし、本市の市道は、総延長のうち 4.5ｍ

未満の幅員の生活道路が 57.3％を占めており、歩道を設けてある道路においても電線類の収容

場所となる歩道が狭い路線が多いことから、地上機器の設置場所と電線類埋設位置の確保が困

難となっている。 

このため、地上機器については、道路区域内での設置に留まらず、ソフト地中化方式（地上機

器を支持柱に添架する工法）の導入、道路区域外（公有地や民有地）での地上機器の設置も検討

する必要がある。また、電線類埋設位置についても、浅層埋設工法（管路を従来よりも浅い位置

に埋設する工法）の採用などを検討する必要がある。 

 

【表４－１】市道の幅員別内訳 

幅 員 
2.5ｍ 

未満 

2.5～4.5ｍ 

未満 

4.5～9.0ｍ 

未満 

9.0ｍ 

以上 
合 計 

延 長 39,901ｍ  

 

105,228ｍ  79,354ｍ  28,874ｍ  253,357ｍ  

全体に対する割合 15.8%  41.5%  

 

31.3%  11.4%  100.0%  

出典：武蔵村山市道路台帳（令和４年度末） 

⑵ 地元住民等との合意形成 
無電柱化事業は、設計段階から水道、ガスなど多数の事業者との調整が必要になることに加

え、支障となる埋設物の移設、電力・通信の供給工事等に段階的に取り組むなど、完成まで長期

にわたる事業となる。一般的に道路延長約 400ｍの無電柱化を実施するためには、約７年間と長

い期間を要するとされている。 

このため、工事の施工に際しては沿道・近隣住民との合意形成が必要となる。また、採用する

工法や現地の状況によって、沿道の土地所有者などの関係者の協力が不可欠となる。 

 

【表４－２】無電柱化の標準的なスケジュール 

道路延長約 400m当たり 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6 年目 7年目 

①設計・手続 
        
  ②支障移設工事 
        

 ③電線共同溝本体工事 
        

  ④ケーブル入線・引込管工事 
        

 ⑤電線・電柱の撤去 
       

⑥舗装復旧工事 
       

出典：東京都無電柱化計画（令和３年） 
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⑶ 無電柱化にかかる多額の費用 

現在、無電柱化工法の主流となっている電線共同溝（※）方式の整備には、多額の費用がかか

り、電線共同溝施設の延長（以下「施設延長」という。）１km 当たりで道路管理者が負担する

特殊部や管路の整備に約 3.5 億円、電線管理者（電気・通信事業者）が地上機器や入線を行う費

用に約 1.8 億円、合わせて施設延長１km当たり約 5.3 億円（平成 26 年国土交通省調べ）が必要

となり、道路管理者及び電線管理者の負担が大きく、無電柱化が進まない要因の一つとなってい

る。 

このため、国及び東京都の補助制度を積極的に活用し、技術開発の動向を見極めながら、更な

る低コスト工法の採用を検討する必要がある。 

 

※電線共同溝とは、電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第 39 号）に基づ

き、道路管理者が電線共同溝を整備し、電線管理者が電線及び地上機器等を整備する方式の

ことを指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 HP 

 

 

 

【図４－１】電線共同溝の整備にかかる費用負担 

道路管理者負担額約 3.5 億円/km 電線管理者負担額約 1.8 億円/km 
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5 無電柱化を推進するための方針 

電柱や電線を地中に埋設して無電柱化を図ることにより、災害時の道路閉塞を防止するととも

に、平時には安全・円滑な交通を確保することができ、さらには良好な都市景観を形成することが

できる。 

 

⑴ 無電柱化の推進の視点 

ア 都市防災機能の強化 

近年、都市における生活に大きな被害をもたらしている災害（台風・地震・洪水等）時に、

電柱の倒壊や電線の垂下の危険がなく、緊急車両や災害物資の通行が維持され、情報通信回線

の被害を軽減し、災害時に必要な情報の受発信を確保するなど、都市防災機能の強化が実現さ

れる。 

 

イ 安全で快適な歩行空間の確保 

無電柱化により歩道空間が広がり、バリアフリー化が実現され、高齢者や子ども連れの家

族、障害者などの交通弱者の安全で円滑な移動が可能となり、交差点における見通しの確保や

交通標識等も見やすく、交通安全にも寄与するなど、安全で快適な歩行が実現される。 

 

ウ 良好な都市景観の創出 

道路空間の上に張りめぐらされた電線類が地中化などにより、整えられた街並みが形成さ

れ、無電柱化による都市景観の向上は、まちの魅力を高め、地域の活性化に寄与するなど、良

好な都市景観の創出が実現される。 

 

⑵ 無電柱化の整備方針と目標 

本市の現状や課題を踏まえ、「無電柱化の推進の視点」から、次に掲げる整備方針を定め、無

電柱化の実現を目指す。 

ア 無電柱化の整備方針 

 

イ 無電柱化の目標 

安心で快適な移動空間の確保を図るため、計画期間内で新たに無電柱化整備の着手を目指す。 

この目標を実現するために、「無電柱化の推進の視点」に基づいて、次のような評価基準を設

定する。 

 

〈方針1〉「都市防災機能の強化」、「安全で快適な歩行」、「良好な都市景観の創出」の3つ

の目的に合った整備を図る。 

〈方針2〉上位・関連計画に即し、本市のまちづくりの方向と連携し、具体の関連する計画に整

合した整備を図る。 

〈方針3〉現状の市街地整備や都市計画道路、市道などの改良事業に合わせた整備を図る。 

〈方針4〉民間の宅地開発地内においても、無電柱化の検討を促進する。 
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⑶ 無電柱化の対象路線と優先すべき路線の検討 

無電柱化対象路線の抽出と優先すべき路線の設定の考え方は以下のとおりとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５－１】無電柱化の対象路線の抽出と優先すべき路線の設定フロー 
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■STEP1 無電柱化対象路線の検討 

無電柱化の整備方針に基づき、３つの無電柱化の推進の視点から、無電柱化対象路線を次の

ように抽出する。 

〈都市防災機能の強化〉 

・多摩広域防災倉庫から地域内輸送拠点及び大規模商業施設を結ぶ緊急輸送道路とこれを補

完する道路等 

・緊急輸送道路及び防災拠点（避難場所、（仮称）防災食育センター、病院、消防署、警察署

等）と緊急輸送道路を繋ぐ路線 

〈安全で快適な歩行空間の確保〉 

・都市計画道路及び公共施設、大規模商業施設、福祉施設、教育施設等の周辺路線 

・住環境の改善と商店街の活性化に寄与する路線、その他、特に地域のコミュニティ活性化や 

ユニバーサルデザインの導入が図られる路線 

〈良好な都市景観の創出〉 

①市街地整備事業の施行される路線 

②都市軸、公共交通軸、みどりの軸 

③都市核、サブ核、みどりの核、憩いの核 

・上記に接続し、良好な都市景観の創出に資する路線 

※上位・関連計画における位置付け 

・民間宅地開発の適切な誘導により良質な宅地の供給を推進。また、歩きやすい歩道づくり 

として無電柱化を推進（第五次長期総合計画） 

・市街地の景観整備のため、歩道の拡幅に合わせた電線共同溝整備路線を指定（第五次長期 

 総合計画） 

・立３・２・４号新青梅街道線の拡幅整備事業に合わせた無電柱化によって、歩きやすく災害 

 時にも安心で景観などにも配慮された道路づくりの促進（第二次まちづくり基本方針） 

・都市核土地区画整理事業区域内の立７・４・２号榎本町線、立７・５・３号榎東西線では無 

 電柱化を推進（第二次まちづくり基本方針）※無電柱化済み 

・その他の道路についても、無電柱化に向けた検討を推進（第二次まちづくり基本方針） 

・主要幹線道路などでは、街路樹などによる緑化や無電柱化等により、美しい道路景観の形 

成を図る（第二次まちづくり基本方針） 

 

■STEP２ 優先すべき路線の検討 

抽出された無電柱化対象路線について、次のように評価基準を設定し、優先すべき路線を決定

する。 

 

〈評価基準〉 

・都市計画道路及び市道の整備、市街地整備事業の実施、民間開発事業等との整合 

・地上機器設置後も一定の歩道幅員を確保（将来の歩道は幅員 2.5ｍ以上） 

・避難所等の防災施設への接続等 
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① 骨格となる主要道路 

第二次まちづくり基本方針における主要幹線道路、幹線道路、補助幹線道路、主要生活道路を

「骨格となる主要道路」として無電柱化対象路線の候補とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図５－２】骨格となる主要道路 
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② 無電柱化対象路線 

無電柱化対象路線については、以下の留意点を踏まえて選定を行った。 

・都道については、東京都の方針から将来的に無電柱化が図られるものと想定した。 

・人口密度が高い中原、伊奈平、学園、大南地区から緊急輸送道路である都道 162 号線（残堀街

道）及び都道 55号線（日産通り）に接続する「骨格となる主要道路」とした。 

・その他は、避難施設との接続を優先的に考慮して設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５－３】無電柱化対象路線 
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③ 無電柱化を優先すべき路線 

無電柱化を優先すべき路線については、都市計画道路及び市道の整備状況や地上機器の設置後

も歩道の幅員を確保できる路線、また、道路占有物の状況による事業の難易度を考慮した上で、都

市防災機能の強化の視点から、防災施設（避難所・避難場所・地域内輸送拠点・（仮称）防災食育

センター）への接続を優先した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５－４】無電柱化を優先すべき路線 

 

無電柱化対象路線のうち、評価基準の「都市計画道路及び市道の整備、市街地整備事業の実施」、

「地上機器の設置後も一定の歩道幅員の確保」、「避難所等の防災施設への接続」を考慮して実現

可能性の高い区間を「優先すべき路線（地区骨格）優先」とした。 

なお、整備に際しては、「優先すべき路線（地区骨格）対象」及び「優先すべき路線（接続線）

対象」においては大規模改修等の機会を捉えて無電柱化を検討するものとし、標記以外において

も都市計画道路の築造や歩道の新設を伴う拡幅整備が行われる場合に、原則として無電柱化を推

進する。 
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【表５－１】無電柱化を優先すべき路線の歩道の状況（単位：ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※-は、歩道がないことを示す。                出典：武蔵村山市道路台帳（令和４年度末） 
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⑷ 無電柱化の整備方法 

ア 整備手法 

本市の市道における無電柱化は電線共同溝方式を基本とし、市道の整備や市街地整備事業 

の実施等に合わせて整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都 HP 

【図５－５】電線共同溝のイメージ 

 

既存の市道の大半は、歩道がない又は歩道幅員が 2.5ｍに満たない道路であり、こうした道路

において無電柱化整備を行うためには、道路外の公共施設や民有地なども活用して、地上機器の

設置場所を確保することが必要となる。そのため、地上機器の設置場所の確保が困難な場合に

は、ソフト地中化方式なども視野に無電柱化に取り組む。 

ソフト地中化方式とは、歩道が狭い又はないなど、地上機器（変圧器）を設置できない場合に、

地上機器（変圧器）を街路灯等の柱上に設置する方式のことで、一般的にソフト地中化方式と呼

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５－６】ソフト地中化方式のイメージ（事例：鎌倉市小町通り） 

ソフト地中化 

出典：鎌倉市 HP 
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イ 広報・啓発活動 

市民や事業者の協力が得られるように、災害時の円滑な救急活動や物資輸送の確保のため

に無電柱化を推進する重要性や無電柱化による良好な都市景観の創出、生活環境の向上などに

ついて、国や東京都とともに広報・啓発活動を進める。特に、円滑な事業の実施には、地域住

民の理解と協力が必要不可欠であり、説明会やチラシ配布、工事看板の設置を行うなど、工事

内容の周知に努める。 

 

無電柱化の日フォトコンテスト パネルディスカッション 

 

 

出典：東京都 令和３年 11 月 10 日無電柱化の日 東京都 HP 
【図５－７】無電柱化の日イベント等 

 

 

出典：豊島区 令和４年３月発行 豊島区 HP 

【図５－８】無電柱化事業のお知らせ（事例） 
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ウ 関係機関との連携強化 

国は無電柱化事業に対する関係者間の合意形成の円滑化を求める声を受け、「無電柱化に関す

る情報提供などの連絡・相談体制の整備」を作成し、次のような取組を講じるとしている。 

これを踏まえて、本市では都市整備部を中心とし、無電柱化に関わるまちづくりや民間開発の

情報などを関連部署で共有するとともに、関連事業者との調整を早期に図り、事業化の実現に向

けた対応を図るなど、庁内における横断的な体制の構築を図る。 

 

合意形成円滑化の取組 

・各電力会社は無電柱化の調整に丁寧に応じるよう努めているが、改めて、各現場まで行き届く

ように､可能な限り市との調整に応じていく旨の周知徹底を行う。 

・資源エネルギー庁 HP と総務省 HP に無電柱化に関する相談受付を新たに設置するとともに、関

係省庁等において同様の事例が把握された場合には、資源エネルギー庁や総務省に情報提供し、

事実関係の把握と調整を行う体制を新たに整備する。 

関係省庁等からの情報提供体制の整備 

 

出典：電柱の増加要因を踏まえた新設電柱の抑制に向けた対応策について 国交省（令和 4年） 

 
【図５－９】無電柱化に関する情報提供などの連絡・相談体制の整備 
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６ 無電柱化を総合的、計画的かつ迅速に推進するための施策 

無電柱化の施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するため、整備を優先すべき路線について、

次に掲げる「コストの縮減策」、「補助制度」、「措置制度」などを積極的に活用する。 

 

⑴ コストの縮減策 

国は、無電柱化の推進に向けた対応方策をとりまとめており、その中でコスト縮減について

次のような３つの対応策（「電柱の増加要因を踏まえた新設電柱の抑制に向けた対応方策につ

いて」（令和４年４月国交省））を整理している。 

【図６－１】下水道と同時期に電力管路を設置する施工方法の検討（一定規模の住宅建設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方策① イメージ図 

・土地造成時に住宅の詳細設計がなく引込

線の場所が確定出来ないとして、水道や

ガス管路の整備時に、電線の管路が整備

されず、コストや工期が増加する点にあ

る。 

・この課題の解決に向け、水道と同様に予

め引込地点を決め、水道と同時期に電線

管路を整備する新たな施工方法を検討す

る。 

・新施工方法については、電力会社のみな

らず資源エネルギー庁も参画しながら、

開発事業者、他ライフライン事業者とも

協議・調整し、今後具体化を進め、令和

５年度を目処に先行事例を創出し、普及

拡大を目指していく。 
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方策② イメージ図 

・無電柱化のためには、コストの低減

が必要不可欠であることから、一般

送配電事業者全社にて高圧ケーブル

は令和元年度に、低圧ケーブルは令

和２年度に仕様を統一し、一般送配

電事業者 10 社による共同調達を開

始した。 

・ソフト地中化用の変圧器は、令和２

年度は試作品の作業性検証を実施

し、令和３年度に仕様統一が完了。

今後、共同調達に向けた準備を実施

中。 

・地上機器は、コンパクト化・浸水対

策・仕様統一を進めており、設置場

所の特性に応じ、コンパクトタイプ

の地上機器の適用などを進めていく

予定。 

 

 

【図６－２】ケーブル、機器等の標準化と共同調達によるコスト削減 

 

 

方策③ 低コスト手法（例） 

・低コスト手法としては、管路の浅層

埋設、小型ボックス活用埋設といっ

たものが存在。他方、低コスト化手

法の内容に関する事業実施主体の理

解不足等により、その導入は一部に

留まっている※。 

※財務省予算執行調査資料総括調査票

(令和元年６月公表分)より 

・このため、一般送配電事業者側から

利用形態に応じた低コスト手法をメ

ニュー形式で提案し、無電柱化コス

トの低減の加速化を図る。 

・また、この取組の実効性を担保する

ため、各一般送配電事業者では、低

コスト手法の採用事例（採用手法、

箇所数、距離数等）を公表するとと

もに、地方ブロック無電柱化協議会

等を通じて PR し、低コスト手法の普

及拡大を図る。 

 

【図６－３】小型ボックスの活用等低コスト手法の普及拡大 

 



 

21 

⑵ 補助制度の活用 

国や東京都は、区市町村が積極的に事業に取り組めるよう、次のような補助制度を用意して

いる。 

【表６－１】国による補助制度 

支援策 概要 備考 

無電柱化推進計画

事業補助制度 

無電柱化法に基づき国により策定された「無電柱

化推進計画」に定めた目標の確実な達成を図るた

め、地方公共団体において定める推進計画に基づく

事業を計画的かつ集中的に支援する（個別補助制度

を創設）。 

・その他（令和４年度

より年限拡充）ＰＦ

Ｉ手法を活用する

場合、国庫債務負担

行為の年限は 30 か

年以内 

〈要件〉 

・「無電柱化推進計画」に定めた目標の確実な達成に

資する事業であって「都道府県無電柱化推進計画」

等に位置付けられている事業 

・低コスト手法の活用や新技術・新工法の導入等の検

討により低コスト化に取り組む事業 

・補助率 55/100 

 

【表６－２】東京都による無電柱化を推進する支援策 

支援策 概要 備考 

無電柱化チャレン

ジ支援事業制度 

現行では、区市町村が「無電柱化チャレンジ支援事

業制度」を活用するためには、令和５年度末までの「事

業の認定」が必要だが、認定期限を令和９年度末まで

延長し、区市町村における無電柱化事業の更なる推進

を図る。 

・全額補助の認定期限

の延長 

〈要件〉 

・現道で無電柱化事業の整備実績がない区市町村 

・原則、歩道幅員が 2.5ｍ未満、又は歩道がない区間

があるなど地上機器を設置することが困難な路線 

・チャレンジの認定を受けた場合、事業完了まで事業

費を補助 

 

〈補助内容〉 

・無電柱化推進計画等の策定（都費 10/10） 

・無電柱化チャレンジ路線の検討（調査費・技術検討・

地元合意形成（都費 10/10） 

・無電柱化チャレンジ事業（事業実施、用地取得に係

る費用（国費 55/100・都費 45/100） 

 

「防災に寄与する

路線」に対する支

援 

工事費（国費 1/2・都費 1/2）及び設計費等（都費

1/2）について補助対象とし、都市防災機能の向上に

資する無電柱化事業の更なる推進を図る。 
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市町村土木補助事

業 

市町村道の新設・拡幅整備等の道路事業における無

電柱化に要する経費について、補助率が 3/4 に拡充

された。 

・補助率の拡充 

防災生活道路（木

密事業）における

支援 

 

令和３年度から令和７年度まで、「無電柱化チャレ

ンジ支援」、「防災に寄与する路線に対する支援」を受

けた防災生活道路の無電柱化事業において、道路区域

外の公共用地や民地を活用した地上機器の整備に要

する費用のうち、工事費及び補償費について、補助率

が 2/3 に拡充された。 

・補助率の拡充 

※木密地域の整備地

域内で円滑な消火・救

援活動及び避難を可

能とする防災上重要

な道路 

防災生活道路機能維持事業の補助対象のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「無電柱化加速化戦略 東京都」（令和３年）などから作成 
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出典：「無電柱化加速化戦略 東京都」（令和３年） 

【図６－４】令和３年度からの無電柱化に関する区市町村への支援メニュー（東京都） 
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⑶ 無電柱化における措置制度の活用 

国では、緊急輸送道路における「新設電柱の占用制限措置」や沿道区域における「電柱設置の

届出」など、以下の制度を設けている。 

 

【表６－３】緊急輸送道路全線において新設電柱の占用制限措置 

出典：電柱の増加要因を踏まえた新設電柱の抑制に向けた対応方策について 国交省（令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

概要 

・緊急輸送道路約９万㎞のうち約７万６千㎞（約

85％）において、道路法第 37 条※に基づく、新

設電柱の占用を禁止する措置を実施（国管理約

２万㎞は 100％） 

・全線での措置に至っていない都道府県・市町村

について、関係省庁の協力も得つつ、整備局等

による支援を通じて措置の実施を促す。 

※道路法第 37 条（抜粋） 

道路管理者は（中略）区域を指定して道路

の占用を禁止し、又は制限することができる 

一 幅員が著しく狭い道路について車両の

能率的な運行を図る 

二 幅員が著しく狭い歩道について歩行者

の安全かつ円滑な通行を図る 

三 災害が発生した場合における被害の拡

大を防止（緊急輸送道路等） 

道路種別毎の措置状況 
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【表６－４】届出対象区域の導入 

概要 

・沿道民地からの工作物等の倒壊による道路閉塞を防止する仕組みとして、道路法改正（令和３

年９月施行）により、沿道区域を設定し、当該区域内に届出対象区域を設定、区域内に電柱を設

置する際は、道路管理者への届出、届出に対し、勧告できる「届出・勧告制度」を創設。 

・まずは、直轄国道の中で、大規模地震発生時の道路啓開計画の対象となっている緊急輸送ルー

トなど、重要な緊急輸送道路を対象に指定に向け手続を進める。 

沿道区域・届出対象区域のイメージ 手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：電柱の増加要因を踏まえた新設電柱の抑制に向けた対応方策について 国交省（令和４年） 
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⑷ その他の支援制度 

その他支援制度として、「無利子融資制度」や「固定資産税の特例措置」、「占用料の減額措置」

などがある。 

【表６－５】無利子融資制度（電線敷設工事資金貸付金） 

概要 

緊急輸送道路など、防災上重要な経路を構成する道路の区間において電線の地中化を図るため

の電線共同溝の整備に伴う電線管理者の財務負担に配慮し、国と地方公共団体が無利子で資金の

貸付けを実施している。 

国土交通省の担当課：道路局 環境安全・防災課 

 
出典：「無電柱化事業における合意形成の進め方ガイド（法令・制度集）」 国土技術政策総合研究所 
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【表６－６】固定資産税の特例措置 

出典：「無電柱化事業における合意形成の進め方ガイド（法令・制度集）」 国土技術政策総合研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要 

無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置が平成28年４月１日に

施行された。この特例措置は、平成 28年度～30年度を対象とするものであったが、平成 30 年 12

月に改正され、防災上重要な道路や交通安全上の課題がある道路における無電柱化を促進するた

め、一般送配電事業者、電気通信事業者、有線放送事業者等が、緊急輸送道路及び交通安全上の課

題がある道路等において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置

を拡充・延長された。さらに、令和３年 12 月には、令和２年６月の電気事業法改正等を踏まえ、

対象事業者に配電事業者が追加されるとともに、特例措置の期間が令和７年３月 31日まで延長さ

れた。 

国土交通省の担当課：道路局 環境安全・防災課 

令和４年度 国土交通省税制改正概要（令和３年 12 月） 

特例措置の内容 

○電線管理者が無電柱化を行う際に新たに取得した電線等にかかる固定資産税を軽減する。 

○対象道路：緊急輸送道路及び交通安全上の課題がある道路等（バリアフリー生活関連道路、通学

路等） 

○特例措置の内容 

①電柱の占用を禁止又は制限している道路 ⇒ 課税標準を４年間１／２に軽減 

②上記以外の緊急輸送道路 ⇒ 課税標準を４年間３／４に軽減 

結果 

○電気事業法改正に伴い、対象事業者に配電事業者を追加する。 

○現行の措置を３年間（令和４年４月１日～令和７年３月 31 日）延長する。 
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【表６－７】占用料の減額措置 

概要 

直轄国道は、「道路法施行令及び開発道路に関する占用料等徴収規則に基づく占用料の減免

措置の取扱いについて」（令和２年６月５日付け国道利第６号）において、地中に埋設した電線

類や地上機器等について、占用料の減額ができることが規定されている。さらに、令和２年度か

ら単独地中化に係る占用料は徴収しないことが規定された。 

地方道においても、各地方公共団体注において、架空の電線類を道路の地下に埋設するため

に、占用許可を受けて設置する電線類、管路、マンホール、ハンドホール等について、占用料の

減額を取り決めている。 

※例えば、東京都「東京都道路占用料等徴収条例第３条の規定による減免措置の基準」、横浜市

「横浜市道路占用料減免取扱要領」、浜松市「浜松市道路占用料等徴収取扱要綱」など 

国土交通省の担当課：道路局 路政課 
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⑸ 計画の進行管理 

無電柱化を計画的に実効的に推進するために、事業の進捗や計画の達成状況などを把握し、 

ＰＤＣＡサイクルによる適切な計画の見直しや市民や関連する事業者とともに協働により、計

画の進行管理を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図７－１】計画のフォローアップ  
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資料編 

武蔵村山市無電柱化推進計画策定委員会 

１ 武蔵村山市無電柱化推進計画策定委員会設置要綱 

令和５年４月２０日 

訓令（乙）第１２９号 

 

（設置） 

第１条 無電柱化の推進に関する法律（平成２８年法律第１１２号）の趣旨を踏まえ、武蔵村山

市における無電柱化の推進に関する計画である（仮称）武蔵村山市無電柱化推進計画（次条に

おいて「推進計画」という。)を総合的かつ円滑に策定するため、武蔵村山市無電柱化推進計画

策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条  委員会は、推進計画の案を作成し、市長に報告する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員８人をもって組織する。 

２ 委員は、都市整備部長、都市整備部建設管理担当部長、企画財政部企画政策課長、総務部防災

安全課長、協働推進部産業観光課長、都市整備部都市計画課長、同部交通企画・モノレール推進

課長及び同部区画整理課長の職にある者をもって充てる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、それぞれ都市整備部建設管理担当部長の職

にある委員及び都市整備部長の職にある委員をもって充てる。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところに 

よる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、都市整備部道路下水道課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮 

って定める。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月２０日から施行する。 
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２ 武蔵村山市無電柱化推進計画策定委員会委員名簿 

 

 

３ 会議の開催状況 

日 程 回 内 容 

令和６年１月２６日 第１回 
・武蔵村山市無電柱化推進計画（案）について 

・今後のスケジュールについて 

令和６年２月２９日 第２回 
・武蔵村山市無電柱化推進計画（素案）について 

・今後のスケジュールについて 

令和６年３月５日 

【書面開催】 
第３回 ・武蔵村山市無電柱化推進計画（原案）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 氏 名 職 名 

委 員 長 指田 政明 都市整備部建設管理担当部長 

副委員長 樋渡 圭介 都市整備部長 

委 員 平崎 智章 企画財政部企画政策課長 

委 員 鈴木 哲人 総務部防災安全課長 

委 員 中村 顕治 協働推進部産業観光課長 

委 員 篠田 光宏 都市整備部都市計画課長 

委 員 木村 朋子 都市整備部部交通企画・モノレール推進課長 

委 員 指田 光春 都市整備部区画整理課長 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵村山市無電柱化推進計画 

（令和６年度～令和１５年度） 

 

 

 

発行年月／令和６年３月 
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